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抄録：本研究の目的は、旧学制下群馬県における小学校教員検定制度の形成過程を、詳細に明らかにすることである。
資料として群馬県立文書館所蔵文書を主に用いた。分析に際して、1）出願・検定手続きの方法、2）試験の時期・実施回数お
よび試験会場、3）検定の方法あるいは判定基準、4）手数料の有無および金額の4点に着目した。検討の結果、文書館所蔵
文書から新たに4つの関係規則を見つけ出すことができ、群馬県では「教育令施行規程」および「公立小学教員学力試験法」、
「小学校教員免許状授与規則」、「小学校教員学力験定試験細則」および「小学校授業生規則」、「小学校教員検定等ニ関スル
細則」を経て、1894年の細則全部改正において1900年9月以前の最終形態に至ったことが明らかになった。その過程では、
検定受験者の質低下が報告され、その後、検定施行回数が削減されたが、合格判定基準は隣接する栃木県より低く設定さ
れていたこと、などが明らかになった。
（別刷請求先：内田　徹）
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緒言
船寄（1994）は、初等教員養成史研究の一環としての検定
試験制度史研究の必要性について、「小学校教員養成史は
師範学校史と同一ではなく、検定試験制度史を合わせて明
らかにしなければその研究は完結しない」と述べている。
また、検定の実施主体が道府県であり、都道府県庁文書の
残存状況により研究の成否が左右されることも指摘してい
る。こうした指摘に促され、岡山県（遠藤，2008）、宮城県（笠
間，2010）、秋田県（釜田，2012，2014）、静岡県（丸山ら，
2014）、兵庫県（山本，2014）の事例研究が蓄積されてきた。
ところで、群馬県の県立文書館は史資料がよく整備され
た文書館として知られている。地域学校史研究に取り
組んだ花井（2011）は、「見事に整理された史料群」がある
ことを記している。筆者ら（内田・丸山，2011）も、さきの
事例研究において同館所蔵文書を使用したことがあり、
小学校教員検定に関し有意義な史料群とその整備状況に
注目していた。
群馬県の初等教員検定に関しては、『群馬県教育史』（全4
巻）（群馬県教育史研究編さん委員会編さん事務局・群馬県
教育センター，1972，1973，1974，1975）が検討している。
同書は、小学校教員検定に関する諸規則の存在とその変遷
について記述しているが、すべてについて言及しているわ
けではない。例えば、秋田・静岡県で1886（明治19）年から
1887（明治20）年にかけて授業生に関する免許規則が存在
することが確認されているが、同書は言及していない。
そこで、本研究の目的は、第二次大戦前の日本の小学校・
国民学校教員（以下、初等教員）検定制度史研究の一環とし
て、群馬県の初等教員検定制度を取り上げ、その形成と展
開の過程をより詳細に明らかにすることにある。
研究対象と方法
本研究では、群馬県立文書館所蔵文書を用い、群馬県に
おける初等教員検定制度の形成と展開の過程を、より詳細
に明らかにすることを試みた。ただし、本論文では紙幅の
都合により、学制制定から1900（明治33）年10月17日の
群馬県令第87号「小学校令同施行規則実施ニ関スル細則」
制定以前までの時期を扱うこととする。
分析にあたっては、1）出願・検定手続きの方法、2）試験の
時期・実施回数及び試験会場、3）検定方法あるいは判定基
準、4）手数料の有無及び金額の4点に着目した。
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1．教育令施行規程及び公立小学教員学力試験法
教員資格取得に関して今回確認し得た最も古い規程と
して、1880（明治13）年1月20日付け甲第9号「教育令施行
規程」及び同年「公立小学教員学力試験法」があげられる。
「教育令施行規程」は、全22条からなり、第11条におい
て教員資格取得に関して規定している。第11条の条文は
以下の通りである。
「第十一条　師範学校ノ卒業証書ヲ得スシテ公立小学ノ
教員タラントスルモノハ其有スル学力ヲ本県師範学校ニ於
テ試験ナサシム」
「教育令実施規程」では、師範学校卒業証書を所持しな
い、公立小学校教員希望者には師範学校において試験を実
施することが明記されていた。「教育令実施規程」ではこ
れ以上の言及はない。同年1月に加除更訂された「群馬県
師範学校規則」でも上記の点は規定されていない。この点
に関して、「群馬県年報」（同年度）は、「公立小学教員学力試
験法」について述べ、公立師範学校卒業証書を所持しない、
公立小学校教員希望者に「本県師範学校」において試験を
実施することを記している（文部省，1914）。
「〔公立小学教員学力試験法〕此法ハ公立師範学校ノ卒業
証書ヲ有セスシテ本県公立小学教員タランヿヲ望ム者
ノ学力ヲ試験判定スル為ニ設クルモノトス　試験ハ毎
年一八月ノ両月ヲ除キ毎月第一次月曜日ヲ以テ期日ト
定メ本県師範学校ニ於テ施行ス　試験ヲ請フ者ハ願書
ヲ製シ本庁ニ差出ヲ法トス　試験ヲ分チテ甲乙丙ノ三
科トス而シテ其科ニ適合スルモノニハ本県公立小学教
員委嘱法ニ照準シ学力証明書ヲ交付シ本県規定スル訓
導准訓導及授業生タルヿヲ得ルモノトス　丙科ニ適合
スルモノ学力証明書ヲ得テ授業生タルヿヲ得ルト雖モ
特ニ助手タルヲ以テ公立小学教員ト認ムルヲ得ス　試
科ハ本人ノ志願ニ依リ履歴書ニ照シ三科ノ中其一ヲ試
ムルモノトス　甲乙丙三科ノ試験ヲ経テ合格セサル者
再ヒ試験ヲ請フ〓ハ六ヶ月ヲ経過スルニ非サレハ之ヲ
許サス　試験科目　甲科　地理学、歴史学、修身学、物理
学、化学、生理学、博物学、経済学、文章学、算術、幾何学、
簿記学、作文、書法、画学、授業法　乙科　地理学、歴史
学、修身学、物理学、化学、生理学、博物学、経済学、文章
学、算術、作文、画学、書法、授業法　丙科　地理学、歴史
学、修身学、算術、作文、書法、授業法」
「公立小学教員学力試験法」は、公立小学校教員志望者に
対し、「願書」を県庁に提出することを求め、1、8月を除く毎
月（年10回）、師範学校において「試験」を施行することを定
めていた。「試験」は「甲乙丙」の三科に分けて実施され、
試験結果に応じて訓導、准訓導、授業生に任用されることと
された注１。判定基準や手数料に関しては記述されていない。
2．小学校教員免許状授与規則
1882（明治15）年4月29日、甲第32号により「小学校教
員免許状授与規則」が制定された。『群馬県教育史』では規
則が制定されたことは記されているが、その詳細は明らか
にされていない。文書館には規則を掲載した文書が残され
ている。同文書によれば、規則の条文は以下の通りである
（群馬県，1882）。
第一条　官立公立師範学校ノ卒業証書ヲ有セスシテ本
県小学校教員タルヲ望ム者ハ小学初等科若クハ中等科
若クハ高等科ヲ教授シ得ルニ足ルノ学力アルヲ検定シ
タル後第一号書式ノ教員免許状ヲ授与スルモノトス最
小学各等科中唱歌体操裁縫家事経済及土地ノ情況ニ因
リテ加フル所ノ農業工業商業等ノ一科若クハ数科ハ之
ヲ検定セサルコトアルヘシ
但小学高等科教員免許状ヲ有スル者ハ亦中等科若ク
ハ初等科ノ教員タルヲ得中等科教員免許状ヲ有スル
者ハ亦初等科ノ教員タルヲ得ルハ勿論タルヘシ
第二条　唱歌体操裁縫家事経済等ノ学科ニ関シテハ特
ニ之ヲ教授スルモノヲ置キ第一条合格ノ教員ヲ得難キ
土地ニ於テハ一学科若クハ数学科ヲ教授シ得ル者ヲ合
セテ合格教員ニ代用スルヲ許可スルヿアルヘシ此等ノ
場合ニ於テハ各自ノ学力ヲ検定シテ第二号書式ノ某学
科教授免許状ヲ授与スヘシ
但本文免許状ヲ有スル者ト雖モ教員ノ資格ハ有セサ
ルモノトス
第三条　教員免許状及某学科教授免許状ノ効ヲ有スル
年限ハ五箇年トス此期限ヲ過キ尚教員タルヲ望ム者ハ
更ニ学力ヲ検定シテ免許状ヲ授与スヘシ
第四条　小学校教則ニ変更ヲ生シタルカ為メ教員免許
状及某学科教授免許状モ亦変更セサルコトヲ得スト認
ムル場合ニ於テハ前条年限内ト雖モ更ニ其要スル所ノ
学力ヲ検定シテ免許状ヲ補正スヘシ
第五条　碩学老儒等ノ徳望アリテ修身科ノ教授ヲ善ク
スル者若クハ小学各等科中土地ノ情況ニ因リテ加フル
所ノ農業工業商業等ノ学術ニ長スル者ハ学力ノ検定ヲ
要セス文部卿ノ認可ヲ経特ニ第三号書式ノ該学科教授
免許状ヲ授与シテ教員トナスコトアルヘシ
第六条　免許状ヲ乞フ者ハ年齢十八年以上タルヘシ
第七条　品行不正ニ因リテ其ノ職ヲ解罷スル〓ハ免許
状ヲ没収スルモノトス
第八条　学力検定ハ隔月一月三月五月等第一月曜日ヲ
期トシ本県師範学校ニ於テ施行ス
但第一月曜休日ニ当レハ次ノ月曜日ヲ用フヘシ
第九条　免許状ヲ請フ者ハ第四号及第五号書式ニ準シ
前条期日十日前郡役所ヲ経県庁ヘ出願シ期日午前第八
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時師範学校ヘ出頭スヘシ
第十条　試科ハ本人ノ志願ニ依リ初等中等高等ノ一科
ヲ試ムヘシ
第十一条　試験不合格ノ者ハ六箇月ヲ経過スルニアラ
サレハ再試ヲ許サス
但初回高等科ニ合格セスシテ次回低科ノ試験ヲ請フ
者ハ此限ニアラス
第十二条　試験ハ点数ヲ以テ此ヲ判決ス先各科ニ定点
三十点ヲ付シ失誤ニ随テ之ヲ減殺シ其得点ヲ合セ全点
ノ六分以上ニシテ一科二分以上ヲ得ルモノヲ合格トス
但減点ノ法ハ失誤ノ大小ニ従テ差等ス仮令ハ読書科
字音正シカラサルモ義明カナレハ半点ヲ減シ字音正
シト雖モ義解セサル者ハ一点ヲ減シ音義共ニ不正ナ
ル者ハ二点ヲ減シ又算術科ノ如キハ三題ニシテ一題
ヲ失スレハ十点ヲ減シ式正シクシテ答正シカラサル
モノハ半失即チ五点ヲ減スル等ノ類
第十三条　各等科試験得点ノ多寡ニ依リ其等差ヲ定ム
ルヿ左ノ如シ
高等科合計十八科　唱歌体操裁縫家事経済ヲ除ク　ニシ
テ一科三十点ツツ総点五百四十点ナリ是六分以上即チ
三百二十四点以上ヲ及第トシ其得点数ヲ分チ四等トス
　（等級及び点数については省略　引用者）
中等科合計十三科　唱歌体操裁縫ヲ除ク　ニシテ一科
三十点ツツ総点三百九十点ナリ是六分以上即チ
二百三十四点以上ヲ及第トシ其得点数ヲ分チ三等トス
　（等級及び点数については省略　引用者）
初等科合計九科　唱歌体操ヲ除ク　ニシテ一科三十点
ツツ総点二百七十点ナリ是六分以上即チ百六十二点以
上ヲ及第トシ其得点数ヲ分チ三等トス
　（等級及び点数については省略　引用者）
第十四条　試験科目ヲ定ムル左ノ如シ
但時宜ニ因リ□書ヲ講義ニ訓点及文法ヲ素読及質□ニ
筆記ヲ口述ニ換フルヿアルヘシ又授業ハ時トシテ実地
演習セシムルヿアルヘシ（□は判読不能　引用者）
　（等科別学科目一覧表省略　引用者）
「小学校教員免許状授与規則」によれば、免許状申請者
は、「小学校教員試験願」（第4号書式）及び身元保証に関す
る文書（第5号書式）を、郡役所を経由して県庁に提出する
こととされた。提出書類は戸長及び学務委員の署名が必要
とされており、人物保証に関する要素が含まれている。
「学力検定」は、隔月とされ年6回の施行が予定されており、
師範学校において施行することとされた。試験は、初等科
は修身、読書、作文、習字、筆算、珠算、地理、歴史、実地授業
の9科が課された。中等科は初等科の9科目に加えて図画、
博物、物理、体操、裁縫、教育学学校管理法の6科が課され
た。高等科は中等科の15科目に加えて、生理、化学、幾何、
代数、経済、家事経済の6科が課された（なお、いずれも
「唱歌ハ当分之ヲ欠ク」）。試験は各科目30点満点であり、
各科目20％以上、合計得点が60％以上の得点を獲得した
者が合格とされた。手数料に関しては特に記されていない。
なお、県立文書館所蔵文書の中には、同規則下での検定
実施状況を記した文書が残されている。同文書によると、
1884（明治17）年頃、毎回100前後の検定応募者がいるが、
受験者の学力は低下傾向にあり、合格者は少なかったと記
されている（群馬県，1883）。同年7月には北甘楽郡におい
て講習会を開設させて、その後試験を実施したところ、
「例月ノ試験ニ比スレハ頗ル美績ヲ現シタリ」と成績が向
上したことが記され、講習会の効果が着目されている。
その後の教員養成講習会の起源とも思われ、興味深い記述
である。
3．小学校教員学力験定試験細則・小学校授業生免許規則
1887（明治20）年2月10日、県令第16号により「小学校
教員学力験定試験細則」が制定された。同日付で県令第20
号により「小学校簡易科教員及小学校授業生規則」も制定
されたと考えられるが、県立文書館所蔵文書で確認できた
のは「小学校授業生免許規則」である。『群馬県小学校教員
検定試験問題集 全』（村山 , 1890）収録の「附録 各試験規則」
には「小学校簡易科教員及小学校授業生規則」が掲載され
ており、制定当初は簡易科教員規則も含まれていたと考え
られる。
3-1 小学校教員学力験定試験細則
県令第16号によれば、「小学校教員学力験定試験細則」
は、1886（明治19）年の文部省令第12号「小学校教員免許
規則」第16条に基づき制定されたとされる。「小学校教員
免許規則」第16条は、「小学校教員学力検定試験細則」制定
を府知事県令に求めた規定であった。「小学校教員学力験
定試験細則」は、全7条からなる。条文は以下の通りであ
る（群馬県，1887）。
第一条　学力験定試験ハ毎年一回（五月）第一月曜日ヨ
リ本庁ニ於テ之ヲ施行ス
第二条　験定試験評点ハ毎学科一百点ヲ定点トシ其四
分以上ヲ得テ各科平均定点ノ六分以上ヲ得ルモノヲ及
第トス
第三条　一科若クハ数科ニ限リタル教員学力験定試験
ヲ乞フモノハ別ニ其ノ学科ノ教授法ヲ試ムルモノトス
第四条　験定試験用図書ハ別ニ之ヲ定ム
第五条　験定試験ヲ乞フモノハ試験手数料トシテ金壱
円差出スヘシ
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第六条　験定試験ヲ受ケントスルモノハ左式ノ願書及
履歴書ヲ試験三十日前ニ戸長ノ奥書ヲ得テ郡長ニ差出
スヘシ郡長ハ本人品行書ヲ審査シ之レニ意見ヲ付シ直
ニ本庁ヘ進達スヘシ　（書式省略　引用者）
第七条　教員免許状所持ノ者ニシテ満期ニ至リ尚試験
ヲ受ケントスル者モ此ノ細則ニ依ルヘキモノトス
「小学校教員学力験定試験細則」によれば、「学力験定試
験」受験希望者は、願書及び履歴書を、戸長の奥書を得て郡
長に提出することとされた。郡長は受験希望者の品行を
審査し、意見を付して群馬県庁に進達することとされた。
試験は、毎年1回、5月に群馬県庁にて施行することとされ
た。試験は各科目100点満点であり、各科目40％以上、
合計得点が60％以上の得点を獲得した者が合格とされた。
手数料に関しては、「試験手数料」として1円を支払うこと
が記されていた。
さきの「小学校教員免許状授与規則」と比較すると、提出
書類に関して郡長による品行審査が行われ、意見が付され
ることになったこと、試験施行回数が年6回から年1回へ
と大幅に削減させられたこと、合格最低点が一科目20％以
上から40％以上へと引き上げられたことがわかる。いず
れも基準が高められたと考えられる。新たに試験手数料が
求められるようになったことも着目される。
3-2 小学校授業生免許規則
県令第20号によれば、「小学校授業生免許規則」は、1886
年の文部省令第12号「小学校教員免許規則」第14条に基づ
き制定されたとされる。「小学校教員免許規則」第14条は、
「小学校簡易科教員及小学校授業生規則」制定を府知事県
令に求めた規定であった。
ここでは、県立文書館所蔵文書に基づき、要点のみを確認
しておく。授業生規則は、全11条からなる（群馬県，1887）。
「小学校授業生免許規則」によれば、学力験定受験希望者は、
願書及び履歴書を、戸長の奥書を得て郡長に提出すること
とされた。郡長は受験希望者の品行を審査し、意見を付し
て群馬県庁に進達することとされた。試験は、毎年3回、
1、7、11月に群馬県庁にて施行することとされた。試験科
目は、修身、読書、作文、習字、算術、教授法、体操の各科目
であった。判定基準に関しては、各科目100点満点であり、
各科目40％以上、合計得点が60％以上の得点を獲得した
者が合格とされた。手数料に関しては、「試験手数料」とし
て30銭を支払うことが記されていた。
3-3 その他の関係規則
その他、同年、「小学校教員学力験定試験用図書」及び
「小学校尋常科教員仮免許規程」が制定されたことにも着
目しておきたい。
3月3日、県令第36号により「小学校教員学力験定試験
用図書」が制定された（群馬県 , 1887）。これは前記の県令
第18号に基づく措置である。県令第18号では、第4条に
おいて「験定試験用図書ハ別ニ之ヲ定ム」と定めており、
約1ヵ月遅れて検定用図書が明示された。
10月11日、県令第105号により「小学校尋常科教員仮免
許規程」が制定された（群馬県 , 1887）。同規程は、同年8月
の文部省令第7号に基づき制定されたとされ、全12条から
なる。同規程によれば、検定試験受験希望者は願書に履歴
書を添え、戸長の奥書を得て郡長に提出することとされた。
郡長は品行審査を行い、意見を付し、群馬県庁に進達する
こととされていた。試験は年2回、3、9月に群馬県庁で施
行することとなっていた。試験科目は、修身、教育、授業法、
読書、習字、作文、算術、地理歴史、理科、体操の各科目であっ
た（第2条）。判定基準に関しては、各科目100点満点であり、
各科目40％以上、合計得点が60％以上の得点を獲得した
者が及第とされた（第3条）。手数料に関しては、「試験手数
料」として50銭、「免許手数料」として30銭、「書換」の場合
には15銭を支払うことが規定されていた。ここでは、手数
料の種類が1種類から3種類に増加し、それぞれ分けて徴
収するよう規定されていたことが着目される。
ただし、同規程は、教員供給を目的とした規定であり、
第2条の但し書きに「但従来教員ノ職ニ従事シ勤務ノ経歴
ニヨリ特ニ其職ニ堪ユルモノト認ムル者ニハ試験ヲ要セ
ス仮免許状ヲ授与スルコトアルヘシ」と記され、勤務経験
により試験が免除される場合があることに留意する必要
がある。
4．小学校教員検定等ニ関スル細則
1892（明治25）年7月7日、県令第53号により「小学校
教員検定等ニ関スル細則」が制定された。同細則は、前年
11月の文部省令第19号「小学校教員検定等ニ関スル規則」
第20条に基づき制定されたとされ、全17条からなる（群馬
県，1892）。同条文は、『群馬県教育史』に掲載されているの
で、ここでは取り上げない。要点を確認しておけば次の通
りである。
制定当初の「小学校教員検定等ニ関スル細則」は、検定受
験希望者に願書に履歴書及び体格検査書を添え、市内の者
には市長に提出し、町村の者は町村長の奥書を得て郡長に
提出することとした。郡市長は受験者の品行について意見
を付記して知事に提出することとされた。試験は、甲種検
定は毎月1回施行することとされ、乙種検定は正教員の場
合、年1回6月、准教員の場合、年2回2、10月に施行するこ
ととされた。試験は、准教員の場合、各科目100点満点で
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あり、各科目40％以上、合計得点が60％以上の得点を獲得
した者が及第とされた（専科教員は60％以上で及第）。
手数料に関しては、「検定手数料」「免許手数料」「書換手数
料」の3種が設定され、正教員の場合それぞれ1円、50銭、
30銭、准教員の場合、50銭、30銭、20銭と決められていた。
しかし、2年後の1894（明治27）年4月の県令第17号に
より全部改正が行われている。改正後の条文は『群馬県教
育史』でも取り上げられていないので、以下に記す。全部
改正後は全20条の条文からなる（群馬県 , 1894）。
第一条　小学校教員ノ甲種検定ハ出願者アルトキハ毎
月一回之ヲ施行シ乙種検定ハ左ノ時期ニ於テ県庁内ニ
之ヲ施行ス但乙種検定ハ臨時ニ施行スルコトアルヘシ
正教員　六月第一月曜日／准教員　二月十月第一月曜日
第二条　検定ヲ受ケントスルモノハ願書ニ履歴書及体
格検査書ヲ添ヘ試験期日二十日前マテニ市内ニ在テハ
市長ニ差出スヘク町村内ニ在テハ町村長ノ奥書ヲ得テ
郡長ニ差出スヘシ郡市長ハ本人ノ品行ニ付キ意見ヲ付
記シテ知事ニ差出スヘシ但甲種検定ヲ請ハントスルモ
ノハ本文ノ手続ニ依リ何時ニテモ出願スルコトヲ得
第三条　尋常小学校本科准教員ノ試験科目及其ノ程度
ハ左ノ如シ但裁縫ハ女子ニ限ル
修身　人倫道徳ノ要旨
教育　教授法
国語　 講読／仮名遣（用言及字音ヲ除ク）／作文　日
用文、漢字交り文
算術　 珠算　加減乗除／筆算　加減乗除、諸等、分数、
小数、
地理　日本地理及外国地理ノ大要
歴史　日本歴史ノ大要
習字　楷書、行書、草書
裁縫　通常衣服ノ縫方、裁方
図画　自在画法
音楽　単音唱歌、楽器用法
体操　準備法、矯正、徒手、唖鈴、（男子ニ限ル）
第四条　高等小学校本科男准教員ノ試験科目及其ノ程
度ハ左ノ如シ
修身　人倫道徳ノ要旨
教育　教育学及学校管理法ノ大要、教授法
国語　 講読／仮名遣（字音ヲ除ク）／作文　日用文、漢
字交り文
漢文　講読
数学　 珠算　加減乗除／筆算　加減乗除、諸等、分数、
小数、比例、百分算
簿記　単記
地理　日本地理及外国地理ノ大要
歴史　日本歴史ノ大要
博物　人身ノ生理及衛生、植物、動物、鉱物ノ大要
物理　大要
化学　大要（無機）
習字　楷書、行書、草書
図画　自在画法
音楽　単音唱歌、楽器用法
体操　 普通体操　準備法、矯正術、徒手、唖鈴／兵式
体操柔軟体操、各個教練、小隊運動
第五条　高等小学校本科女准教員ノ試験科目及其ノ程
度ハ左ノ如シ
修身　人倫道徳ノ要旨
教育　教育学及学校管理法ノ大要、教授法
国語　 講読／仮名遣（字音ヲ除ク）／作文　日用文、漢
字交り文
数学　 珠算　加減乗除／筆算　加減乗除、諸等、分数、
小数、比例、百分算
地理　日本地理及外国地理ノ大要
歴史　日本歴史ノ大要
理科　 人身ノ生理及衛生、植物、動物、鉱物、物理、化
学ノ初歩
家事　衣食住ニ関スル事項／通常ノ衣服ノ縫方、裁
方、
習字　楷書、行書、草書
図画　自在画法
音楽　単音唱歌、楽器用法
体操　普通体操
第六条　高等小学校専科准教員ノ試験科目ノ程度ハ左
ノ如シ但外国語ハ当分英語トス
図画　自在画法、幾何画法
音楽　単音唱歌、楽器用法
体操　 普通体操　準備法、矯正術、徒手、唖鈴、／兵式
体操　柔軟体操、各個教練、
家事　衣食住、育児ニ関スル事項及家計簿記ノ大要
裁縫　通常ノ衣服ノ縫方、裁方
手工　紙、木、竹、銅線等ヲ用ヒル簡易ナル細工
農業　 土壌、肥料、農具、耕転、栽培、養蚕、養畜等ニ関
スル事項ノ大要
商業　 商店、会社、売買、金融、運送、保険ニ関スル事
項ノ大要
外国語　読方、文法、訳解
第七条　試験評点ハ毎科一百点ヲ以テ定点トシ本科准
教員ニ在テハ其四分以上ヲ得テ各科平均定点ノ六分以
上ヲ得タルモノヲ及第トシ専科教員ニ在テハ其六分以
上ヲ得タル科目ヲ及第トス
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第八条　乙種検定ヲ受クル者其ノ試験ニ合格セサルモ
定点ノ六分以上ヲ得タル科目ニ限リ合格証ヲ附与シ次
回ノ検定期ニ於テハ其ノ試験ヲ行ハス但合格証ハ次回
ノ検定期マテ有効トス
第九条　本科教員ノ試験科目中図画男女音楽男女体操
女子ノ一科目若クハ数科目ハ受験者ノ望ニ依リ当分之
ヲ欠クコトヲ得
第十条　高等小学校専科正教員ニ就テハ先ツ読書習字
及算術ニ関シ其学力ヲ試験シ之ニ合格シタルモノニア
ラサレハ其ノ試験ヲ行ハサルモノトス
前項ノ学力ヲ試ムル程度ハ第三条尋常小学校本科准教
員ニ於ケル程度ニ準ス
第十一条　小学校教員ノ検定ヲ請フモノ免許状ヲ受ク
ルモノ及其書換ヲ請フモノハ左ノ手数料ヲ納ムヘシ但
尋常師範学校卒業生ハ其ノ服務年限間本文ノ手数料ヲ
納ムルコトヲ要セス　
検定手数料 免許手数料 書換手数料
正 教 員 金 壱 円 金 五 拾 銭 金 参 拾 銭
准 教 員 金 五 拾 銭 金 参 拾 銭 金 弐 拾 銭
検定手数料ハ願書ト共ニ差出スヘシ又該手数料ハ其ノ既
ニ差出シタル後何等ノ事情アルモ之ヲ還付セサルモノト
ス
第十二条　郡長ニ於テ小学校教員検定願ヲ受理シタル
トキハ其ノ資格ノ有無並手数料額ヲ調査シ出納吏ヲシ
テ直ニ現金ノ収納ヲ取扱ハシムヘシ
第十三条　郡長ニ於テ小学校教員免許状ヲ伝達シタル
トキハ其収入スヘキ手数料額ヲ調査シ収入告知書ヲ発
シ出納吏ヲシテ収納ヲ取扱ハシムヘシ
第十四条　郡長ハ毎月十日限リ其ノ前月中ニ収入シタ
ル手数料額ヲ報告スヘシ
第十五条　免許状ヲ段損亡失シ若クハ氏名ヲ変更シタ
ルトキハ其ノ事由ヲ具シテ書換ヲ請フハシ
第十六条　尋常師範学校生徒卒業ノ際ニ限リ別ニ出願ヲ
要セス同校長ノ上申ニ依リ検定ヲ行ヒ免許状ヲ授与スヘ
シ
第十七条　准教員ノ免許状ハ七箇年間有効トス
第十八条　准教員免許状ノ書式左ノ如シ（書式省略　引
用者）
第十九条　小学校教員検定願ニ関スル書式左ノ如シ（書
式省略　引用者）
附則
第二十条本則発令前ニ於テ授与シタル合格証ニ限リ尚
ホ其授与ノ日ヨリ三箇年間有効トス
全部改正では、乙種検定の臨時施行、試験科目の「倫理」
から「修身」への変更、郡長の手数料収入額報告義務が新た
に規定された。
確認した限りでは、その後、4度の一部改正が行われた。
1896（明治29）年5月4日の県令第42号により乙種検定正
教員試験試行月が 6月から 7月に改められた（群馬県，
1896）。1898（明治31）年2月25日の県令第16号により
乙種臨時試験施行の場合は期日や場所を告示することとさ
れ、同年6月23日の県令第31号では、合格証の有効期間が
従来次期の検定までとされていたものが「三箇年間有効」
へと大幅に延長された（群馬県，1898）。1899（明治32）年
5月18日の県令第18号では、郡市長の意見書について、従
来は受験者すべてに意見を記すことになっていたが、意見
を記すのは「特別ノ事情アルモノ」のみに限定されること
になった（群馬県，1899）。
結果と考察
今回の調査研究により、『群馬県教育史』で取り上げられ
ていなかった諸規則を新たに見つけ出すことができた。
具体的には、小学校教員学力験定試験細則、小学校授業生
規則、図書、小学校尋常科教員仮免許規程といった1887年
に制定された諸規則をさす。
群馬県は、当初、教員学力試験の施行回数を多く設定し
ていたが、回数の多さは質の低下を顕著にすることが報告
された。小学校教員学力験定試験（1887年）以後、試験実施
回数を減らし（正教員は年1回、授業生・准教員は年2回）、
受験機会を少なく設定した。こうした措置は、質の低下を
防ぐ狙いがあったのではないかと思われる。
しかし、合格判定基準は、他県よりやや低く設定されて
いた。群馬県は合格判定基準に関して一科目の最低点数を
40％以上としていた。これは隣接する栃木県より低い
点数であった。栃木県では、各科目50％以上が求められ、
一科目だけは40％以上でもよいこととされた（平均点
60％以上は栃木県でも同じ。栃木県の関係規則の検討に
よる。）。教員供給との関係で最低基準はやや低く設定した
ことが考えられる。
いずれにしても、「教育令施行規程」および「公立小学教
員学力試験法」、「小学校教員免許状授与規則」、「小学校教員
学力験定試験細則」および「小学校授業生規則」、「小学校教
員検定等ニ関スル細則」を経て、1894年の細則全部改正に
おいて1900年9月以前の最終形態に至ったことが明らか
になった。また、1887年の「小学校教員学力験定試験細則」
において、人物を保証された者が必要書類を、郡役所等を
通じて提出し、郡市長が意見を付して県庁に提出し、年1回
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程度、県庁を主な試験会場として試験を実施する検定実施
システムの基本骨格が形成されたと考えられる。
付記
本研究は、科学研究費補助金（26381011、基盤研究（C）
「戦前日本の初等教員養成における初等教員検定の果たし
た役割に関する府県比較研究」：研究代表者・丸山剛史）の助
成を受けたものである。
注1） 「群馬県年報」には「公立小学教員委嘱法」も紹介さ
れている。
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Abstract : The purpose of this study was to clarify the formation process of the certificate examination system for the 
elementary school teachers in Gunma prefecture in the 19th century by analyzing chiefly documents in Gunma prefectural 
archives.  Points of view are as follows: 1） the procedure of application, 2） the time of number and the place of the 
examination, 3） the passing criterion and 4） the charge.  The principal results can be summarized as follows: 1） The 
revised regulation in 1894 was the end form before September 1900.  Regulation for the public elementary school teacher 
achievement test was established in 1880.  The basic structure was formed by regulation for the elementary school teacher 
achievement test, which was established in 1887.  Regulation on certificate examination for elementary school teachers 
was established in 1892, and it was revised in 1894.  2） A decline of the quality of the official approval examinee was 
regarded as a problem, and the number of times of the test decreased.  The number of examinees of each time was about 
100 in around 1884, but the successful candidate was little.  The teacher achieve test number was reduced from 6 times a 
year to once a year by the established regulation in 1887.  3） The acceptance standard was established low.  The examinees 
with score rate of higher than 40% could pass the examination in Gunma prefecture.  Whereas, the score rate of higher than 
50% was needed to pass the examination in Tochigi prefecture.
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